
 

 

 

 

日本証券業協会 証券あっせん・相談センターにおけるＡＤＲについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年 11 月 5 日 

日 本 証 券 業 協 会 

資料５ 



センター所長 

【職員】 
（５名） 

大阪支部 

【職員】 

（12 名） 

特別顧問 
（法律専門家等 
の学識経験者） 

指導・助言 

証券あっせん・相談センター 

(センター事務の統括) 

 

証券あっせん・相談センターの体制（苦情･あっせん処理体制） 
 

【沿革】 

・1973 年 日本証券業協会設立 同時に苦情相談室を設置 
・1992 年 あっせん業務開始 苦情相談業務が証券取引法上（79 条の 16）に規定 
・1998 年 あっせん制度が証券取引法上（79条の 16 の２）に規定 
・2002 年 日本証券業協会「証券あっせん・相談センター」に組織変更 
・2008 年 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律(ＡＤＲ法)に基づく認証を取得 
 

【組織と人員】 

 

あっせん委員の選任：弁護士 31名（平成 20年 10 月末現在） 

センター職員 1８名(特別顧問除く) 

自 主 規 制 部 門 証 券 戦 略 部 門 

日本証券業協会 



平成 18年度上半期から平成 20年度上半期までの 
あっせん・苦情相談件数の推移について 

 

あっせん申立件数の推移
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苦情件数の推移
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相談件数の推移
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平成 20年度上半期における内容別あっせん・苦情相談件数 
上位 5項目 

 

あっせんの内容別件数（上位5項目）
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苦情の内容別件数（上位５項目）
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協会員の業務に関する相談の内容別件数（上位５項目）
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